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第3章 計画の基本方針と計画目標 

3.1 計画の基本方針等 

地域公共交通を取り巻く課題や本市が目指す将来のまちの姿と方向性を踏まえて、南アルプス

市地域公共交通計画の基本理念と基本方針を以下のように定めました。 

 

 

～基本理念：目指すべき地域公共交通の将来像～ 

 

 

 

 

 

 

 

今後、人口減少及び少子高齢化が進んでいく中で、自動車を運転できない市民、いわゆる交通

弱者が増加していくことが見込まれ、そのような市民のために「移動支援」を確保していくこと

が必要となります。 

コミュニティバスの利用者が増加傾向にあり、ある程度機能していると考えていますが、コミ

ュニティバスだけでは支えきれない、カバーしきれない地域が存在します。そういった地域も支

えていけるように、新たな地域公共交通の導入に向けた検討を進めていきます。新たな地域公共

交通は、コミュニティタクシーのほか、施策に示している AI 技術等を活用したデマンド交通、サ

イクルアンドバスライド、シェアサイクルやグリーンスローモビリティなどの小さな交通など、

デジタル技術を活用した取組から既存の地域の資源を有効的に活用した取組までを示しています。

更には、地域住民の支え合いにより創出された移動手段もネットワーク化されることで公共交通

に含まれることも想定しています。 

新たな地域公共交通は、行政や市民、交通事業者や関係機関のそれぞれが地域の公共交通のこ

とを自分事として捉え、検討していくことが重要です。これまでも地域住民の支え合いによる移

動手段の確保について取組は進めてきましたが、地域主体で移動支援を行う取り組みは、各地域

で異なる地域特性や移動手段に対するニーズ、既存の公共交通との連携など、様々な懸念から、

まだまだ導入が進んでいません。 

今後さらに高齢化が進む中、市民が安心安全に暮らしていくには自家用車中心の移動から公共

交通も活用した移動といった交通手段のシフトも重要であり、各地域では移動支援に関する協議

も進められています。 

行政や市民、交通事業者や関係機関が連携して自助、共助、公助の立場から持続可能な公共交

通の実現に向けて、地域全体で地域公共交通を含む移動手段を総合的に支える仕組みが必要とな

っています。 

 

 

 

 

 

住みたいまちを支える、持続可能で便利な地域公共交通 

～みんなで「つくり」、「守り」、「育てる」地域公共交通～ 
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3.1.1 計画の基本方針 

本市の地域公共交通が抱える課題を解決していくため、以下に掲げる３つの基本方針に基づ

き、必要な施策に取り組んでいきます。 

 

 

各地域では各窓口サービスといった本庁舎・支所などの公共施設を中心として、その周辺に

集落が広く分散しています。また、市内には鉄道駅が立地していない状況です。そのような本

市の地域特性に対応して、集落から地域の中心までの短距離移動、各地域から市の中心となる

南アルプス市役所周辺やその他南アルプスインターチェンジ周辺などの交流拠点までの中距離

移動、市外の鉄道駅までの広域移動など、市民の日常生活の移動需要は多岐にわたっています。 

これらの移動需要に対応した地域公共交通ネットワークの維持確保・充実を図るために、コ

ミュニティバスの再編や路線バスの維持確保、また、コミュニティタクシーの維持やタクシー

助成の一部変更、新たな地域公共交通施策の導入など、地域の交通資源を最大限活用できるよ

うに検討実施していきます。 

地域公共交通ネットワークの形成にあたっては、今後の大きな人流の変化となる南アルプス

IC の開発やリニアの開通を見据えつつ、第２次南アルプス市総合計画や南アルプス市まちづく

り基本方針（都市計画マスタープラン）に沿った施策を推進していきます。 

 

 

高齢者、学生、通勤者、子育て世代、観光客などが地域公共交通を利用しており、見やすく、

わかりやすい情報提供、使いやすい施設や車両の整備など、地域公共交通を利用しやすい環境

を整え、利用促進を図ることが重要となります。 

そのため、誰もがわかりやすい、利用しやすい地域公共交通の形成を図るため、便利で快適

な利用環境づくりや公共交通情報の提供・発信を行います。 

市民や利用者等のニーズを踏まえ、運行形態や運賃施策など、利便性を考慮した運行サービ

スの検討及び見直しを行うことにより、誰もが気軽に利用できる地域公共交通サービスの提供

を行います。 

 

 

地域公共交通を持続させていくためには、交通事業者の自助努力や行政の支援のみならず、

地域に住む一人ひとりが公共交通に興味と愛着を持ち、現在の櫛形西地区のコミュニティタク

シーのように、その運営・運行、利用促進に主体的に関わるなど、地域全体で公共交通を支え

ていくことが必要となります。 

そのため、地域公共交通サービスに係る情報発信を行うとともに、地域とともに総合的な移

動手段のあり方や運営・運行に向けた検討を進めつつ、市の既存の各種イベント時の際に、公

共交通に触れる機会を創出するモビリティ・マネジメントの手法を取り入れ、市民、交通事業

者、行政等が連携し積極的な利用促進を図ります。 

また、本市の目指す地域公共交通を実現させるため、ＰＤＣＡサイクルに沿った各種公共交

通施策の立案・実施、効果検証、改善策の検討など、地域公共交通の適正かつ効果的・効率的

なマネジメントを行っていきます。 

基本方針１：まちづくりと連携した地域公共交通ネットワークの形成 

基本方針２：誰もが便利でわかりやすく利用できる地域公共交通サービスの提供 

基本方針３：多様な主体による地域公共交通を支える仕組みづくり 
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3.1.2 計画の基本目標 

基本方針に沿った計画の目標、目標を評価するための評価指標について、以下のとおり設定

します。 

 

＜基本方針１：まちづくりと連携した地域公共交通ネットワークの形成＞ 

  ■計画目標１：地域の特性とニーズに対応した効果的な地域公共交通の構築 

各公共交通の利用の実情やニーズを踏まえ、地域特性に対応した地域公共交通網を形成す

ることで、市民等の日常生活における移動手段を確保し、コロナ禍により減少した公共交通

の利用者数の改善を図るとともに、地域公共交通の維持に向け、既存の公共交通の役割分担

や新たな地域公共交通の運行により、市民や来訪者にとって、より利用しやすい効果的な公

共交通網の構築を目指します。 

 

 評価指標①：コミュニティバスの利用者数 

現状値（令和５年度）：７８,７４１人 ⇒ 目標値（令和１０年度）：１００,０００人   

 

評価指標②：市民一人あたりのコミュニティバスの利用率 

現状値（令和５年度）：１.１回 ⇒ 目標値（令和１０年度）：１.４回  

 

 

＜基本方針２：誰もが便利でわかりやすく利用できる地域公共交通サービスの提供＞ 

■計画目標２：利用しやすい地域公共交通の環境整備 

地域公共交通を利用しやすい環境を整備することで、利用者の満足度の向上、公共交通の

利用促進、外出機会の創出及び増加を目指します。 

 

評価指標③：公共交通利用圏域の人口割合 

現状値（令和５年度）：６３.１％ ⇒ 目標値（令和１０年度）：７０.０％  

 

評価指標④：高齢者タクシー利用助成券の申請件数 

現状値（令和４年度）：２,９４６件（年間）⇒目標値（令和１０年度）：４,３００件（年間）  

 

 

 

＜基本方針３：多様な主体による地域公共交通を支える仕組みづくり＞ 

■計画目標３：地域公共交通の利用促進と意識啓発の実施 

地域公共交通サービスの積極的な情報発信により利用を促進するとともに、地域公共交通

に興味と愛着を持って、その運営・運行や利用促進に主体的に関わっていくためのきっかけ

づくりとなる取組を展開することで、「地域公共交通は、みんなでつくり、守り、育てるも

の」という意識の醸成を図り、多様な主体による地域公共交通を含む移動手段を総合的に支

える仕組みの構築を目指します。 
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評価指標⑤：公共交通の乗り方教室の実施回数 

現状値（令和５年度）：２回 ⇒ 目標値（令和１０年度）：２０回（累計）  

 

評価指標⑥：地域主体の公共交通の運行 

現状値（令和５年度）：１地区（累計） ⇒ 目標値（令和１０年度）：３地区（累計）  
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3.1.3 公共交通ネットワークの基本的な考え方 

公共交通の基本的な考え方と公共交通の機能及び役割を以下の通り整理し、持続可能な公共

交通体系の構築に取り組みます。 

 

■現状 

類型 主な公共交通 基本的な機能と求められる役割 

広域幹線 

ネット 

ワーク 

＜高速バス＞ 

＜路線バス＞ 

＜コミュニティバス＞ 

・市内と市外を結ぶ広域的なネットワーク 

・周辺市町の拠点（東花輪駅、竜王駅）までの移動

手段を確保し、本市の広域的な交流を支える幹線

軸であり、公共交通網の骨格を担うネットワーク 

地域間 

ネット 

ワーク 

＜路線バス＞ 

＜コミュニティバス＞ 

＜タクシー＞ 

・地域（地域拠点）と中心部（中心拠点）を結ぶネ

ットワーク 

・幹線ネットワークに接続する支線軸として、地域

間や拠点間を繋ぎ、都市機能連携の軸となる地域

の主要ネットワーク 

地域内 

ネット 

ワーク 

＜コミュニティバス＞ 

＜コミュニティタクシー＞ 

＜タクシー＞ 

・地域内の移動を担うネットワーク 

・居住地が点在し、人口密度が低い地域を最寄りの

地域の拠点や市街地へと繋げる、地域の生活を支

えるネットワーク 

市街地内 

ネット 

ワーク 

＜コミュニティバス＞ 

＜タクシー＞ 

・市街地内の移動を担うネットワーク 

・居住地や主要施設が集中し、市民等の活動の拠点

となる市街地内において、多様なニーズ、多数の

利用に対応可能な、きめ細かいネットワーク 

 

■再編後 

類型 主な公共交通 基本的な機能と求められる役割 

広域幹線 

ネット 

ワーク 

＜高速バス＞ 

＜路線バス＞ 

＜コミュニティバス＞ 

・周辺市町の拠点までの移動手段を確保し、本市の

広域的な交流を支える幹線軸であり、公共交通網

の骨格を担うネットワーク 

・周辺市町の拠点までの移動手段を確保し、幹線ネ

ットワーク同士を接続する役割も担う 

地域間 

ネット 

ワーク 

＜路線バス＞ 

＜コミュニティバス＞ 

＜タクシー＞ 

・地域（地域拠点）と中心部（中心拠点）を結ぶネ

ットワーク 

・中心部（中心拠点）とまちづくりに伴う新たな拠

点（交流拠点）を結ぶネットワーク 

・幹線ネットワークに接続する支線軸として、地域

間や拠点間を繋ぎ、都市機能連携の軸となる地域

の主要ネットワーク 
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地域内 

ネット 

ワーク 

＜コミュニティバス＞ 

＜コミュニティタクシー＞ 

＜タクシー＞ 

＜新たな地域公共交通＞ 

・地域内の移動を担うネットワーク 

・居住地が点在し、人口密度が低い地域から最寄り

の地域の拠点へと繋げる、地域の生活を支えるネ

ットワーク 

市街地内 

ネット 

ワーク 

＜コミュニティバス＞ 

＜タクシー＞ 

＜新たな地域公共交通＞ 

・中心部内の移動を担うネットワーク 

・居住地や主要施設が集中し、市民等の活動の拠点

となる中心部内において、多様なニーズ、多数の

利用に対応可能な、きめ細かいネットワーク 

 

新たな地域公共交通とは、櫛形西地区で運行しているコミュニティタクシーのほか、施策に

示している AI 技術等を活用したデマンド交通、サイクルアンドバスライド、シェアサイクルや

グリーンスローモビリティなどの小さな交通など、デジタル技術を活用した取組から既存の地

域の資源を有効的に活用した取組までを示しています。 

更には、地域住民の支え合いにより創出された移動手段もネットワーク化されることで公共

交通に含まれることも想定しています。 

 

 

 

3.1.4 現状のバス等の必要性・有効性 

バス等について、国の補助制度を活用し、地域間幹線系統や地域内フィーダー系統の運行を

維持していきます。 

地域公共交通の再編後、コミュニティバスやコミュニティタクシーから新たな地域公共交通

システムに移行していくことも想定しており、新たな地域公共交通システムの維持・確保のた

め、引き続き、地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金を活用していくことを予定してい

ます。 

 

路線名 必要性・有効性 事業概要 補助 

路線バス 

甲府駅～ 

大草～ 

韮崎駅 

・本市と甲府市、韮崎市の移動の際の通勤、通学、

買物、通院利用者の交通手段となっている。 

・一方、交通事業者や自治体の運営努力だけでは

路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事

業により、運行を維持・確保する必要がある。 

・本市と周辺市町

を運行する路線 

・山梨交通（株）

が運行 

※１ 

路線バス 

甲府駅～ 

野牛島～ 

御勅使 

・本市と甲府市の移動の際の通勤、通学、買物、

通院利用者の交通手段となっている。 

・一方、交通事業者や自治体の運営努力だけでは

路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事

業により、運行を維持・確保する必要がある。 

・本市と周辺市町

を運行する路線 

・山梨交通（株）

が運行 

※１ 

路線バス 

中央病院～ 

甲府駅～ 

小笠原下仲町 

・本市と甲府市の移動の際の通勤、通学、買物、

通院利用者の交通手段となっている。 

・一方、交通事業者や自治体の運営努力だけでは

路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事

業により、運行を維持・確保する必要がある。 

・本市と周辺市町

を運行する路線 

・山梨交通（株）

が運行 

※１ 
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路線名 必要性・有効性 事業概要 補助 

路線バス 

甲府駅～ 

フォレストモ

ール富士川 

・本市と甲府市、富士川町の移動の際の通勤、通

学、買物、通院利用者の交通手段となっている。 

・一方、交通事業者や自治体の運営努力だけでは

路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事

業により、運行を維持・確保する必要がある。 

・本市と周辺市町

を運行する路線 

・山梨交通（株）

が運行 

※１ 

路線バス 

甲府駅～ 

鰍沢営業所 

・本市と甲府市、富士川町の移動の際の通勤、通

学、買物、通院利用者の交通手段となっている。 

・一方、交通事業者や自治体の運営努力だけでは

路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事

業により、運行を維持・確保する必要がある。 

・本市と周辺市町

を運行する路線 

・山梨交通（株）

が運行 

※１ 

路線バス 

HighSchool

ライナー 

一高前～ 

鰍沢営業所 

・本市と甲府市の移動の際の通学者の交通手段と

なっている。 

 

・山梨交通（株）

が運行 

 

路線バス 

甲府駅～ 

小笠原車庫 

・本市と甲府市の移動の際の通勤、通学、買物、

通院利用者の交通手段となっている。 

・一方、交通事業者や自治体の運営努力だけでは

路線の維持が難しく、地域公共交通確保維持事

業により、運行を維持・確保する必要がある。 

・山梨交通（株）

が運行 

※１ 

中央病院～ 

鰍沢営業所 

・本市と甲府市、富士川町の移動の際の通勤、通

学、買物、通院利用者の交通手段となっている。 

・山梨交通（株）

が運行 
 

上今諏訪～ 

甲府駅 

・本市と甲府市、富士川町の移動の際の通勤、通

学、買物、通院利用者の交通手段となっている。 

・山梨交通（株）

が運行 
 

甲府駅～ 

小笠原下仲町 

・本市と甲府市、富士川町の移動の際の通勤、通

学、買物、通院利用者の交通手段となっている。 

・山梨交通（株）

が運行 
 

コミュニティ

バス１号車 

芦安線 

・市内での生活（通学、買物、通院への移動）の

際の交通手段になっている。 

・本市が、山梨交

通（株）に委託

して運行 

※２ 

コミュニティ

バス２号車 

八田・白根線 

・市内での生活（通学、買物、通院への移動）の

際の交通手段になっている。 

・本市が、山梨交

通（株）に委託

して運行 

※２ 

コミュニティ

バス３号車 

若草・甲西線 

・市内での生活（通学、買物、通院への移動）の

際の交通手段になっている。 

・本市が、山梨交

通（株）に委託

して運行 

※２ 
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路線名 必要性・有効性 事業概要 補助 

コミュニティ

バス４号車 

櫛形・白根線 

・市内での生活（通学、買物、通院への移動）の

際の交通手段になっている。 

・本市が、山梨交

通（株）に委託

して運行 

 

コミュニティ

バス５号車 

八田・若草線 

・市内での生活（通学、買物、通院への移動）の

際の交通手段になっている。 

・本市が、山梨交

通（株）に委託

して運行 

 

コミュニティ

バス６号車 

八田・甲西線 

・市内での生活（通学、買物、通院への移動）の

際の交通手段になっている。 

・本市が、山梨交

通（株）に委託

して運行 

 

市町村自主運

営バス補助金 

・本市と周辺市町の移動の際の買物、通院利用者

の交通手段となっている。 

・南アルプス市、甲府市、山梨市、韮崎市、北杜

市、笛吹市、甲州市、中央市、市川三郷町、早

川町、身延町、南部町、富士川町で補助金を支

出して運行している。 

 

 

※１国の地域公共交通確保維持事業における「地域間幹線系統確保維持費国庫補助金」を活用 

※２国の地域公共交通確保維持事業における「地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金」を活用 

 

 

路線名 事業概要 必要性・有効性 補助 

コミュニティ

タクシー 

＜運行区域＞ 

・櫛形西地区 

＜事業許可区分＞ 

・一般乗合（４条乗合） 

＜実施主体＞ 

・櫛形西地区コミュニティタク

シー運営委員会（運行は常盤タ

クシー（有）が実施） 

・市内での生活（買物、通院）

の際の交通手段になってい

る。 
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3.1.5 市民、交通事業者、行政の役割 

本市の公共交通を維持確保・充実させていくためには、市民、交通事業者、行政がそれぞれ

の役割を認識し、協力して取り組むことが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

（１）市民の役割 

  利用されない公共交通を維持していくことは困難であることから、地域に住む市民一人ひと

りが地域公共交通の必要性などを認識し、積極的な利用を心がけるとともに、利用促進に向け

た各種取組に主体的に関わるなど、地域公共交通を支える役割を担う。 

（２）交通事業者の役割 

  交通事業者は、安全かつ安定した運行を維持確保し、公共交通の利便性の向上に取り組むほ

か、利用者へのきめ細やかな情報発信、公共交通関連施策に対する専門的な知見を提供する役

割を担う。 

（３）行政の役割 

  市は、市民や交通事業者等の意向を調整し、地域公共交通を将来にわたって維持確保できる

よう、まちづくりにおける各種施策と連携して、公共交通に関する取組を行う。 

  国及び県は、財政的な支援のほか、地域公共交通政策に取り組む市に対して、広域的な調整

や法令に準拠した許認可や安全性確保に関する指導、助言等を行う役割を担う。 

▼市民、交通事業者、行政の連携イメージ 

みんなで支える公共交通の実現 
【それぞれの立場で何が必要で、何ができるのかを考える】 

目的 

市民の役割 
●公共交通への主体的な関与 

●公共交通の積極的な利用 

●利用促進等の取組への参加 

行政の役割 
●総合的な施策の立案及び実施 

●市民が公共交通に主体的に関与 

するための場づくり 

●公共交通に関する市民の意識啓発 

交通事業者の役割 
●公共交通の利便性向上 

●行政が実施する施策に協力 

参画 

協働 


